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「百五サステナブルローン」のフレームワーク改定について 

 

 

 

株式会社百五銀行（頭取 杉浦 雅和）は、脱炭素化や環境問題の解決に貢献する事業を進めるお客さまの 

資金ニーズや対外発信ニーズに応えるため、サステナブルファイナンスを提供しております。このたび、環境省

によるガイドライン改定＊を受け、2022 年４月 15 日より取扱いしている「百五サステナブルローン」の 

フレームワーク（与信体制などの枠組み）を改定しますので下記のとおり、お知らせいたします。 

なお、改定後のフレームワークは、第三者評価機関である株式会社格付投資情報センター（R&I）より、現行

の各種原則、ガイドラインに適合している旨のオピニオンを取得しております。 

同オピニオンの詳細については 

(https://www.r-i.co.jp/news_release_suf/2025/09/news_release_suf_20250924_jpn.pdf)をご覧ください。 

＊昨年 11 月、環境省は、「グリーンローン及びサステナビリティ・リンク・ローンガイドライン 2024 年版」を策定し、同ガイド

ラインを改定しました。 

記 
１ フレームワーク改定日 

2025年９月24日（水） 

２ 「百五サステナブルローン」商品概要 

この融資商品は、資金使途をグリーンプロジェクトに限定した「グリーンローン型」と、事業戦略に即した

サステナビリティに関する目標値を設定し達成状況に応じて金利を優遇する「サステナビリティ・リンク・

ローン型」の２種類があります。 

                                     （商品改定日 2025 年 10 月１日） 

商品名 
百五サステナブルローン 

グリーンローン型 サステナビリティ・リンク・ローン型 

ご利用 

いただける方 

脱炭素経営につながる以下のいずれかに関す

るグリーンプロジェクトへの設備投資を行う
お客さま 
①再生可能エネルギー 

②省エネルギー 
③クリーンな輸送 

事業のサステナビリティ改善、および社会の 

持続可能性に資する野心的な SPTs＊２を設定する 
お客さま 
SPTs は、脱炭素経営につながる以下の 

カテゴリーから設定していただきます。 
① 温室効果ガス排出量 
② 販売住戸に占める ZEH 比率（件数または金額） 

※住宅販売専業会社に限る 

資金使途 グリーンプロジェクト＊１に関する設備資金 
運転資金・設備資金 
（脱炭素関連事業に限らず利用できます） 

融資金額 5,000 万円以上 

融資期間 当行所定の審査により決定します。 

融資利率 当行所定の金利 
当行所定の変動金利（SPTs の達成状況に応じて 
金利引下げ等のインセンティブを設定します） 

＊１ グリーンプロジェクトとは、再生可能エネルギーや省エネルギー等の地球温暖化をはじめとする環境問題の解決に貢献する

事業です。 

＊２ SPTs とは「Sustainability Performance Targets」の略称で、事業者が定めた社会の持続可能性に対する貢献度合いを測 

ることができる目標のことです。 

以上 
 

 

https://www.r-i.co.jp/news_release_suf/2025/09/news_release_suf_20250924_jpn.pdf


《参考》 当行のサステナブルファイナンスのラインアップについて 

商品名 お客さまのニーズ 

百五 SDGs 私募債 

企業応援型 自社の SDGs の取組みを推進したい 

寄付型 
教育・福祉機関・地方公共団体などへの寄付を通じて社会課題
の解決に貢献したい 

脱炭素応援型 自社の脱炭素化に向けた取組みを推進したい 
SDGs 取組支援ローン 自社の SDGs の取組みを推進したい 

百五サステナブルローン 
グリーンローン型 

グリーンプロジェクト（環境問題の解決に貢献する事業）への取
組みを対外的に発信したい 

サステナビリティ・リン
ク・ローン型 

脱炭素経営につながる目標への取組みを対外的に発信したい 

グリーンローン（個別評価型） 
グリーンプロジェクト（環境問題の解決に貢献する事業）への取
組みを対外的に発信したい 

サステナビリティ・リンク・ローン 
（個別評価型） 

サステナビリティ経営の高度化につながる目標への取組みを対外的
に発信したい 

ソーシャルローン（個別評価型） 
ソーシャルプロジェクト（社会課題の解決に貢献する事業）への取
組みを対外的に発信したい 

ポジティブ・インパクト・ファイナンス 
（個別評価型） 

銀行によるインパクト評価を通じて、サステナビリティ経営の強化に
つながる取組みを対外的に発信したい 

 

 


